

















たん “ 地域 ” という呪縛から解放され、障がいのある人の豊かな暮らしとは何かについての検証を深
めていく必要がある。
　多くの北欧の社会福祉に関する調査研究が指摘してきたように、北欧では生活施設の解体と地域生
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して私の前に立ちはだかってきた。それはつまり “ 障がいのある人にとっての地域 ”とは何かという


































































































































































味ある他者 ”、“ 価値ある他者 ” の
存在を位置づけている。




























あり方がシステマティックに機能しながら、“ 意味ある他者 ”、“ 価値ある他者 ” との親密な人間関係
が紡ぎだされているのである。障がいの程度や種別、そして何よりも当事者の意思を汲み取り、明ら
かにしながら、ひとり一人に相応しい居住形態を選択できることが重要なのである。何処で、誰と、
































り組み、安直に社会福祉制度に “ 依存 ” しないことを求めてきたのである。目標到達型ないしは課題




つながらない政策を提示する必要があった。先に述べた、個人の自立を “ 支援 ” する方向での政策の
登場である。自立はあくまでも個人的な努力の問題なので、国家はそれを支援するというスタンスで
あり、国家責任の解除を狙うものであった。1981 年に取り組まれた国連・国際障害者年でひろめら




































































































きる生活施設を求める議論が必要となっている。これを仮に “新しい施設 ” と呼ぶこととする。

























































　 一施設や一法人で経営、運営、援助を完結させることなく、“意味ある他者 ”、“ 価値ある他者 ”で




























８障がい者中心の新しい施設づくりとは “ 施設が必要 ” という一般論から “ この施設が必要 ” という
具体論への転換である
９多様な法制度を使いこなしつつ、できることを積み上げる
10グループホームの実態の検証も含めて、現状の基準のままで、生活する人員が小規模化されれば
重度者の受け入れも含めて充実した暮らし方が可能となるのかを吟味する。
　本論文では生活施設の意義や役割をを吟味しないまま解体の対象とした上で、地域生活を無批判に
是とする地域移行論を批判し、施設が地域に多面的に参画することの意義を論じた。生活施設は障が
い者の囲い込みの場であるので、地域移行こそが障がい者の人権を担保できる場であるという思い込
みを廃して、生活施設が地域の中に位置づき、地域住民と共存・協働することが重要であるとの問題
提起である。多様な障がいの程度、種別と個別の生い立ちを配慮した援助展開が可能とするためには、
現状として生活施設も地域生活も双方が発展していくことが可能となる施策の提案が必要なのであ
る。なぜなら生活施設が貧困な現状は、地域生活の具体的な方法として活用されているグループホー
ムやその他の支援策もまた貧困な現状であるからだ。重度障がい者に対する援助が破たんしている事
知的障がいのある人の居住形態に関する研究
―生活施設を中心として―
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例はグループホームにも多く存在するのである。重要なことは選び取ることができるほどの居住形態
が障がいのある人の前に整えられ、障がいのある人によって選び取られるということなのである。当
事者への意思決定支援が重要だといわれる時代にもかかわらず、第三者が「あれはいい、これはだめ」
と選択肢を狭める議論をすること自体に問題があることを考えるべきである。
第三者が行うべき議論は、今、そしてここでの支援が、より豊かになる方向での議論であろう。
≪注≫
・本論文で使用している図は調査研究を基にして、すべて筆者が作成した。
・本論文で使用している情報は、すべて筆者が現地調査した内容に由来する。
・自立に関する議論は拙著『福祉論研究の地平』「第５章障害者福祉をめぐる論点と課題－障がいの
ある人の自立をめぐって」法律文化 2012 で詳しく展開している。
・社会福祉法人はらから福祉会への現地調査は、埼玉大学教育学部の宗澤忠雄氏が独自に行った調査
に同行させていただいたことがきっかけとなった。氏にはこれまでの研究で多くの助言や示唆を頂い
た。あらためて感謝の意を表すものである。
・本論文の出発点は全国知的障害者施設家族会連合会（全施連）の新しい施設を考えるためのプロジェ
クトチーム（ＰＴ会議）の議論にある。本論文は私個人の責任においてまとめたものであるが、本論
文の問題提起に論理的な瑕疵があり誤謬があるとすれば、すべて私個人の責任である。本論文の問題
提起が障がいのある人の課題解決につながる要素を持っているとすれば、その多くはＰＴ会議の議論
に由来する。
小　賀　　　久
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